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研究成果の概要（和文）：戦略論における資源基盤観点のこれまでの研究蓄積において、地

域資源を理論のなかに組み込んだものは少なかった。一方で、実践の場面では、地域資源

をブランド化し、それを活かして企業が成長するという事象が見られるようになってきて

いた。本研究は、他業種に渡る国際的な企業調査を行うことにより、これまで明らかにさ

れてこなかった地域資源を活用した地域企業の経営資源戦略を、コア資源の展開モデルに

戦略プランを組み入れることで理論化している。

研究成果の概要（英文）：Many previous studies in the resource based view of the firm is not able

to theorize the problem of local resources. But, in the context of practice of corporate management

in the local area in Japan, local firms can now grow in regional resources branding. Including

international research, this study clearly point to business resource strategy utilizing regional

resources were put together as a core resource deployment models.
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１．研究開始当初の背景
企業は、自らの経営資源を保管するような
企業と結びつくことで、さらに発展する。こ
ういった考え方は、企業間提携やネットワー
ク経営論の分野で進展してきた。一方で、そ
の多くは大企業を対象として研究されたも

のであったため、中小企業を主体としたネッ
トワーク経営論が求められるという状況が
あった。なお、地域企業という言葉は、地方
部の企業であるという意味だが、その多くが
実体的には中小企業であった。しかし、それ
ら地域企業は、中小企業としてひとまとめに
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図１ 地域イノベーション三階層

図２ イノベーティブ地域への戦略プラン

してしまうよりも、地域に立地することのメ
リットを活かした経営を行うという可能性
も秘めていた。よって本研究は中小企業にお
けるネットワーク経営論を地域企業の実態
に合った文脈で行うとしたところに発端が
あったのである。

２．研究の目的
地域企業がいかなる経営資源を保有し、ど
のような組織とネットワークを構築するべ
きかという研究課題を設定し、定性的な分析
作業を通じた「コア資源」抽出と、コア資源
が「事業システム」全体のなかで展開・蓄積
されるプロセスを把握する独自のフレーム
ワーク（既に従来の研究を通じて筆者が考案
したもの）を開発し、総合的な研究を行うた
めの基礎とした。本科研費による研究では、
新たに「地域資源」という変数を加えた上で、
地方都市に立地する複数の企業・産業を比較
しながら、ケース収集を進めた。これらの研
究によって、地域企業におけるコア資源の役
割とその展開・蓄積について、地域資源を考
慮した戦略論的インプリケーションをまと
める作業を継続的に行ったものである。

３．研究の方法
(1)資源基盤観点における外部要因の問題を
整理するために図１のフレームワークを考
案した。このフレームワークは「地域イノベ
ーションの三階層」モデルとし、筆者の積み
重ねたきた事例研究から実証的に生み出し
たものである。

このうち、上段のサプライ・サービス層は
技術・部品や支援サービスを提供する機能で、
大学等の研究機関から提供されることもあ
るものである。また、中段のネットワーク・
コントロール層は、生産システムや協力会社
管理を実施する機能である。下段のマーケッ
ト・リンク層は、市場アクセスや顧客ニーズ
を収集する機能である。いずれも、産業集積
の状況や、地域資源の蓄積度合いによって大
きな影響を受けるもので、ネットワーク経営
を考える場合は、ミクロな企業条件と、マク
ロな外部環境の条件をこの階層を参照しな
がら、整理することができるものである。本

研究ではこれを参照しながら、具体的な地域
企業の位置づけを整理するフレームとして
活用した。
(2)地域企業の戦略プランの整理をすること
が本研究の目的であるが、その前段階として、
地域としての発展可能性を整理するフレー
ムワークも用意した。これは、地域企業が地
域あるいは国の産業政策の影響を受けやす
く、さらに日本の中小企業政策のなかで、こ
うした地域そのものの発展を考えるための
地域イノベーション政策が増えてきたとい
う事情もあった。図２はやはり筆者が実証研
究によって整理したもので、「イノベーティ
ブ地域への戦略プラン」のマトリックスであ
る。

この図はあくまでも地域全体の方向性を
プランニングするためのものであるが、地域
自身が政策的に動くための整理図としては
有効である。例えば、一定の地域資源を保有
する地域が、自由放任型で企業個々の行動を
見守っていてもよい場合と、ある程度までは
一点突破型で資源を集中的に投入する判断
を加えたほうがよい場合がある。本研究では
これを参照しながら、地域ブランドを生み出
す際に政策側の動きがどちらの路線を採用
しているかを押さえる際に本フレームを援
用して判断の拠り所とした。
(3)本研究の特長は地域資源を網羅的に扱っ
ているという点である。地域資源は、日本の
経済産業省が地域資源活用プログラムなど
で、第一に農林水産資源、第二に鉱工業、伝
統工芸資源、第三に観光サービス資源などと
分類している。そのため、本研究においても
なるべく業種の偏りがないよう、農林水産資
源についても、工業製品についても、そして
観光業についても対象とした。いずれも事例
研究という定性的スタイルの分析手法を採
用したが、前述したように分析フレームを固
めた状態で行ったために、実証研究としての
手順を十分に踏んでいる。



４．研究成果
(1)農林水産業における地域ブランド活用
農林水産業分野においていは、北海道栗山
町と栗山町に立地する企業である植物育種
研究所の協力を得て、新種のたまねぎをスピ
ーディに地場産品ブランド化する方法を整
理した。「地域イノベーション三階層」フレ
ームを全てそろえるために、産学官に渡る多
様なアクターが参画したほか、栗山町は「イ
ノベーティブ地域の戦略プラン」のクローズ
ド型を採用して、品種を特定化してプロジェ
クトベースでのブランドづくりを行った。そ
の状況を整理したのが図３である。
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の違いによって大きな質的格差が生じ、将来
の独自能力の構築に大きな差異が生じると
いう示唆を得た。すなわち、韓国製造企業に
比べれば日本製造企業のほうが地域資源を
活かしたコア資源をより活用しやすい状況
にあり、韓国の場合は、それが難しいという
ことである。

(3)観光サービスにおける地域ブランド活用
観光サービスにおいては、観光地域におけ
る一般的なツーリズムビジネスの構造をモ
デル化することで、地域ブランディングのた
めのアクションがどのような意味合いを持
っているかを整理した。図５は、現在の地域
における観光ビジネスがマーケティング能
力の上で限界があることを示している。この
限界を突破するには、「中間システム」とこ
こで記述された中央の機能を意図的に創り、
地域内のブランディング主体を創ることで
ある。このような指摘は、「地域イノベーシ
ョン三階層」のうち、地域の観光ビジネスが
ネットワーク・コントロールが不在であると
いう整理から生まれている。
図３ 栗山町プロジェクト

図５ ツーリズムとブランディング

2)工業製品における地域ブランド活用
工業製品においては、北海道のなかでグロ
バルに事業展開をしている地域企業であ
ダイナックスに取材し、韓国メーカーとの
際比較調査も行ってその事業モデルを浮
彫りにした。図４は技術経営論において一
的に使われる「インテグラル型」と「モジ
ール型」という事業モジュールの対比のう
、ダイナックスは双方の事業モジュールを
い分けていることを示している。
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